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株式会社キムラの事業停止に伴う対応状況について 

 

１ 概要 

   米沢市内を中心に 6店舗(市内 5店舗・高畠町 1店舗)の食品スーパーマーケットを

展開する株式会社キムラは、令和 6 年 12 月 5 日で事業を停止し、令和 6 年 12 月 20

日に破産手続開始が決定した。 

事業停止により、影響を受ける従業員をはじめ取引事業者や消費者、給食用物資調

達など各方面の現在までの対応状況と今後の取組について報告するもの。 

 

２ 現在までの対応状況 

⑴ 対策会議の開催 

①関係機関による緊急対策会議の開催（12/6、1/17） 

【参加機関】 ハローワーク米沢、山形県置賜総合支庁、米沢商工会議所、 

公益財団法人産業雇用安定センター山形事務所、米沢市 

   ②市役所関係部署による庁内対策会議の開催（12/16、1/14）【関係 12 課】 

 

 ⑵ 従業員への対応状況（R7/1/16 現在） 

   ①離職者数（従業員数） 

・雇用保険被保険者           152 名 

・雇用保険被保険者以外(アルバイト等)  57 名   計 209 名 

   ②ハローワーク利用者数（既に再就職された方は対象外） 

    ・雇用保険(基本手当)受給資格決定者  144 名 

    ・雇用保険被保険者以外(アルバイト等)  2 名  計 146 名 

   ③就職件数（ハローワーク把握件数） 

    ・4名（全員小売業） 

④従業員を対象とした雇用保険等手続き説明会の開催 

・139 名参加（12/19 開催 すこやかセンター） 

⑤(公財)産業雇用安定センター山形事業所による再就職に向けた支援 

・支援希望者 34 名（個別面談等を開始） 

   ⑥社会保険資格喪失者の国民健康保険加入手続件数 

・121 名 

   ⑦国民健康保険税の減免手続申請件数 

・57 名 

⑧企業面接会等の開催 

    ・1/24(金) ㈱キムラ離職者向け面接会(第 1 回) 18 社参加 置賜総合支庁講堂 

    ・2/21(金) ㈱キムラ離職者向け面接会(第 2 回) 12 社参加 ハローワーク米沢 

    ・2/ 7(金) ハローワーク米沢合同就職面接会  45 社参加 グランドホクヨウ 
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⑶ 取引事業者への対応状況 

   ①「株式会社キムラ関連特別相談窓口」の設置（12/6～ 米沢商工会議所内） 

  【相談件数】14 件（内訳:資金繰り 1 件、販路･仕入先 5件、従業員雇用 8件） 

②米沢市内金融機関へ迅速な融資等の資金繰り対応を要請 

【利用可能な主な融資制度等】 

    ・山形県商工業振興資金（経営安定資金）上限 8,000 万円 利率 年 1.6％ 

    ・米沢市商工業振興資金（運転資金）  上限 2,000 万円 利率 年 1.6％ 

    ・セーフティネット保証制度 5 号  保証料 企業負担なし（県・市で負担） 

   ③影響の大きい卸売市場(水産物)3 社代表と市長による意見交換の実施（12/12） 

    ・その場で要請のあった卸売市場(水産物)の買参権取得の限定的緩和（飲食店

が直接買付けできる取組）について市 HP・LINE 等で情報発信を行う。（12/13） 

   ④米沢商工会議所において取引事業者へ個別ヒアリングを実施し、経営支援を行っ

たほか、市や関係機関と連携し販路開拓等の支援を実施している。 

 

 ⑷ 消費者への対応状況 

    ㈱キムラが発行した商品券及び電子マネーへの対応 

同社が発行した商品券及び電子マネーについては、法令に基づき同社が国に

納めた供託金を原資として還付（供託金の額と商品券・電子マネーの未使用残

高及び還付申し出の総額により還付額が変動する）を受けられることから、廃

棄せずに保管するよう市ホームページで周知(12/9)するとともに、広報よねざ

わ 1/1 号で隣組回覧により周知を行った。 

     なお、今後、説明会及び還付申出受付が開始される予定であることから、周知

のほか、市で会場を提供するなど全面的に支援していく。 

 

 ⑸ 学生への対応状況 

    ㈱キムラ通町店閉店に伴い影響を受ける米沢栄養大学・米沢女子短期大学の学生

への買い物支援として、大学側が大学構内での食料品等の販売を開始した。 

    ・1/ 8～ パンの販売 月･水･木･金 14:30～16:30 販売事業者 バゲットリスト 

    ・1/15～ 惣菜の販売 水･金 16:00～17:00 販売事業者 定食処あいた 

    ・1/24～ 移動販売車(食料品･日用品) 金 15:30～16:30 販売事業者 こまめ 

     ※その他、生鮮食品を販売できないか大学側で検討中。 

 

⑹ 給食等への対応状況 

   ①小中学校は、今年 3 月分までの学校給食用物資について、代替業者により全て確

保済。今年 4月以降については調達先を調整している。 

    【影響のある学校数】 小学校 11 校(14 校中)／中学校 5校(7 校中) 

      興譲小(四中)・西部小(三中)・北部小・万世小・南原小・広幡小・六郷小 

塩井小(六中)・窪田小・上郷小(七中)・松川小(五中) ※（ ）は親子給食 
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②市立病院は、影響のある三友堂給食センターで既取引業者及び代替業者により、

食材を確保済。（同センターに市立病院分を委託） 

③保育園は、影響のある 12 園(公立 2園・私立 10 園)の全てが代替業者を確保済。  

④介護サービス事業所は、影響のある 4 事業所全てが代替業者を確保済。 

⑤障がい福祉関連施設は、影響のある11施設のうち、6施設は代替業者を確保済。 

5 施設は一部の食材について買い出しにより対応。今後の調達先について検討中。 

  ⑥児童養護施設は、影響のある 1施設が代替業者を確保済 

 

３ 今後の新たな取組等について 

  ⑴ 移動手段を持たない市民への買い物支援 

    ①「バス無料の日」の実施 

     ・実 施 日 毎週水曜日・金曜日 

     ・実施期間 令和 7年 2月～ 

     ・対象路線 市民バス「万世線・市街地循環路線・学園都市線」 

・無料にする便 ※朝・夕を除く（通勤・通学に影響のない時間帯） 

   

・旧キムラ各店舗付近のバス停 

  

        ・周知方法 

      広報よねざわ 2 月 1日号及び 2 月 15 日号、市公式ホームページ、LINE、X、 

対象バス車内に掲示 
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②米沢栄養大学・米沢女子短期大学の学生対象「バス無料券配布」の実施 

     ・無 料 券 10 枚綴り×2 シート 計 20 枚 

     ・使用期間 令和 7年 2月～令和 7 年 3月 

 ・対象路線 市民バス「万世線・市街地循環路線・学園都市線」 

・配布方法 大学を通じて希望者に 1月中に配布 

・参考人数【在籍人数 R6.12 現在】 

米沢栄養大 栄養大大学院 米沢女子短大 合計 

178 人 5 人 495 人 678 人 

 

 ⑵ 米沢市商工業振興資金緊急特例利子補給補助金の創設 

     ㈱キムラの事業停止により経営に著しい支障が生じている市内中小企業者に対

し、米沢市商工業振興資金融資制度に係る利子に対し補助を行うもの。 

     2 月臨時会において、同補助金の債務負担行為の補正予算案を計上予定。 

 

  ⑶ ㈱キムラの事業停止により影響を受ける事業者が連携して行うイベントへの支援 

    ①米沢食の市場 

      ㈱キムラの事業停止により米沢地方卸売市場をはじめ多くの地元食品関係事

業者が営業損失・経済活動の停滞はもとより地域の食文化の存続の危機に直

面していることから、卸売市場の特性と価値を活かして地元の食に関わる事

業者と連携し、市民・消費者向けの市場開放デー等の新たな取組を行う。 

     ・日  時 2 月中旬～ 毎週土曜日 午前 9:00～12:00 

     ・場  所 米沢地方卸売市場（魚市場） 

     ・参加協力企業・団体 米沢魚市場組合、米沢海産物買受人組合、市内食品関

係事業者、米沢青果㈱、米沢青果商業組合、米沢総合卸売センター等 

     ・販売品目 魚、野菜、果物、地元加工食品等 

 

    ②米沢牛肉タウンえきまえ元気プロジェクト 

      米沢駅前の中心にあったキムラ駅前店が閉店したことにより、人通りが減少

し消費が低迷してきている駅前地域を活性化させるため、駅前地域に特化し

た米沢牛を取扱う飲食店を中心としたパンフレットを作成し、観光客や市民

にＰＲするとともに、上杉雪灯篭まつりに合わせてイベントを行う。 

     ・飲食店を中心とした駅前地域のパンフレット作製・配布 

     ・インスタ・ハッシュタグキャンペーンの開催 2/8～3/15 

     ・上杉雪灯篭まつりに合わせた米沢駅前での来場者への無料振舞 2/8 14:00～ 

 

４ その他 

関係機関及び庁内関係部署においては、今後とも引き続き情報収集に努め、その都度

情報共有を図るとともに、今後の動向に合わせて適宜対策会議を開催し対応していく。 


